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 倒産件数は 708 件、18 カ月連続の前年同月比減少 

 負債総額は 1601 億円、2 カ月ぶりの前年同月比減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2015 年 2 月 9 日

（株）帝国データバンク 産業調査部

電話：03-5775-3073

集計期間：2015 年 1 月 1 日～31 日

   集計対象：負債 1000 万円以上の法的整理

全国企業倒産集計 
 
2015 年 1 月報  

倒 産 件 数 負 債 総 額

 708件  1601億円 

前年同月比 件数 　   ▲12.5％ 負債 　   ▲46.9％

（前年同月　　809件） （前年同月　　3016億9600万円）

前  月  比 件数 　   ＋9.4％ 負債 　   ▲10.7％

（前　　月　　　647件） （前　　月　　　1792億4600万円）

件数・負債総額の推移
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主要ポイント 

□ 倒産件数は 708 件で、前年同月比 12.5％の大幅減少となり、18 カ月連続で前年同月を下回

った。2 ケタの大幅減少は 4 カ月連続となり、1 月としては 2005 年（691 件）に次ぐ低水準

となった 

□ 負債総額は 1601 億円で、前年同月から 46.9％の大幅減少を記録するとともに、2 カ月ぶり

に前年同月を下回った 

□ 業種別に見ると、7 業種中 5 業種で前年同月を下回った。なかでも建設業（117 件、前年同

月比 30.4％減）は 28 カ月連続の前年同月比減少を記録したほか、卸売業（103 件、同 20.2％

減）が 14 カ月連続の前年同月比減少となった 

□ 主因別に見ると、「不況型倒産」の構成比は 83.8％となった 

□ 「円安関連倒産」は 34 件（前月 44 件）判明、負債総額は集計開始以降の最大を記録 

□ 負債額別に見ると、負債5000万円未満の構成比は58.6％と2000年以降で最高となった一方、

負債 10 億円以上の倒産は 13 件で、ピーク時（132 件、2002 年 2 月）の 10 分の 1 

□ 地域別に見ると、9 地域中 7 地域で前年同月を下回り、なかでも近畿（163 件、前年同月比

30.3％減）は 30％以上、中部（88 件、同 27.9％減）など 3 地域は 20％以上の大幅減少 

□ 東証 1 部上場のスカイマーク㈱（東京都）が民事再生法の適用を申請、2013 年 8 月のワール

ド・ロジ㈱（大阪府、破産）以来、17 カ月ぶりに上場企業倒産が発生した 

□ 負債トップは、スカイマーク㈱の 710 億 8800 万円 

倒産件数と負債総額の推移

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

4 962 254,508 956 263,629 884 181,062 906 677,973 858 142,956

5 879 304,481 964 235,662 1,013 254,089 950 154,440 733 179,083

6 1,085 283,723 1,025 192,826 896 177,620 906 390,365 847 211,642

7 918 249,357 965 202,885 943 715,212 952 179,617 844 115,238

8 964 169,233 969 797,581 851 202,077 789 163,570 683 137,674

9 943 1,370,598 847 192,934 852 177,605 817 189,508 785 127,879

10 960 501,957 906 132,917 961 231,674 918 152,409 794 133,860

11 935 273,923 971 190,538 938 249,504 820 133,517 671 110,023

12 949 216,855 865 322,020 824 199,925 726 175,795 647 179,246

1 976 249,684 951 398,379 854 229,476 809 301,696 708 160,100

2 884 391,982 976 628,980 858 166,250 765 116,543

3 1,041 291,075 1,040 358,167 836 144,623 744 111,960

合計 11,496 4,557,376 11,435 3,916,518 10,710 2,929,117 10,102 2,747,393 7,570 1,497,701

2010年度
（平成22年度）

2011年度
（平成23年度）

2013年度
（平成25年度）

2014年度
（平成26年度）

2012年度
（平成24年度）
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□ ポイント  件数は 18 カ月連続前年同月比減少、負債総額は 2 カ月ぶりの前年同月比減少 

倒産件数は 708 件で、前年同月比 12.5％の大幅減少となり、18 カ月連続で前年同月を下回っ

た。2 ケタの大幅減少は 4 カ月連続となり、1 月としては 2005 年（691 件）に次ぐ低水準とな

った。負債総額は 1601 億円で、前年同月から 46.9％の大幅減少を記録するとともに、2 カ月

ぶりに前年同月を下回った。 

□ 要因・背景 

件数…公共工事の増加を背景に、建設業（117 件、前年同月比 30.4％減）が土木工事を中心に

大幅減少し、28 カ月連続の前年同月比減少を記録 

負債総額…スカイマーク㈱の負債 710 億 8800 万円だけで 4 割以上を占める 

件数・負債総額 

前月比
(％)

前年同月比
(％)

前月比
（％）

前年同月比
（％）

2014年1月 809 11.4 ▲ 5.3 301,696 71.6 31.5

2月 765 ▲ 5.4 ▲ 10.8 116,543 ▲ 61.4 ▲ 29.9
3月 744 ▲ 2.7 ▲ 11.0 111,960 ▲ 3.9 ▲ 22.6
4月 858 15.3 ▲ 5.3 142,956 27.7 ▲ 78.9
5月 733 ▲ 14.6 ▲ 22.8 179,083 25.3 16.0
6月 847 15.6 ▲ 6.5 211,642 18.2 ▲ 45.8
7月 844 ▲ 0.4 ▲ 11.3 115,238 ▲ 45.6 ▲ 35.8
8月 683 ▲ 19.1 ▲ 13.4 137,674 19.5 ▲ 15.8
9月 785 14.9 ▲ 3.9 127,879 ▲ 7.1 ▲ 32.5

10月 794 1.1 ▲ 13.5 133,860 4.7 ▲ 12.2
11月 671 ▲ 15.5 ▲ 18.2 110,023 ▲ 17.8 ▲ 17.6

12月 647 ▲ 3.6 ▲ 10.9 179,246 62.9 2.0

2015年1月 708 9.4 ▲ 12.5 160,100 ▲ 10.7 ▲ 46.9

負債総額
（百万円）

件数

倒産件数の前年同月比推移

-25

-20

-15

-10

-5

0

5

10

15

4月
2011年

7月 10月 1月
2012年

4月 7月 10月 1月
2013年

4月 7月 10月 1月
2014年

4月 7月 10月 1月
2015年

（％）

負債額別件数
14年
1月

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
15年
1月

 10億円以上50億円未満 23 20 16 28 26 28 15 16 22 23 19 26 11

 50億円以上100億円未満 1 2 1 1 3 5 0 3 1 3 1 3 1

 100億円以上1000億円未満 1 0 0 0 1 2 1 1 0 0 0 1 1

 1000億円以上 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

 合計 26 22 17 29 30 35 16 20 23 26 20 30 13
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業種別 

□ ポイント   7 業種中 5 業種で前年同月比減少 

業種別に見ると、7 業種中 5 業種で前年同月を下回った。なかでも建設業（117 件、前年同月

比 30.4％減）は 28 カ月連続の前年同月比減少を記録したほか、卸売業（103 件、同 20.2％減）

が 14 カ月連続の前年同月比減少となった。一方、製造業（113 件、同 13.0％増）が 11 カ月ぶ

りの前年同月比増加となったほか、運輸・通信業（36 件、同 2.9％増）も前年同月を上回った。

□ 要因・背景 

建設業…公共工事の増加を背景に、土木工事（10 件、前年同月比 58.3％減）を中心に減少、

117 件は 2000 年 1 月（101 件）以来の低水準 

卸売業…全体では減少も、飲食料品（31 件、前年同月比 19.2％増）などでは増加 

前年同月に対する件数増減と比率の推移
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業種別件数 （件） （％）

14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 前月比 前年同月比

 建設業 168 148 134 168 144 181 184 138 153 164 141 136 117 ▲ 14.0 ▲ 30.4

 製造業 100 112 115 118 106 104 102 75 118 113 80 82 113 37.8 13.0

 卸売業 129 122 99 122 129 119 132 105 124 111 96 93 103 10.8 ▲ 20.2

 小売業 150 161 185 185 150 169 182 124 150 163 114 128 141 10.2 ▲ 6.0

 運輸・通信業 35 37 23 46 40 43 27 36 29 40 31 26 36 38.5 2.9

 サービス業 168 139 148 169 129 181 165 157 154 143 164 136 162 19.1 ▲ 3.6

 不動産業 33 24 23 23 19 27 26 26 33 38 24 23 20 ▲ 13.0 ▲ 39.4

 その他 26 22 17 27 16 23 26 22 24 22 21 23 16 ▲ 30.4 ▲ 38.5

 合計 809 765 744 858 733 847 844 683 785 794 671 647 708 9.4 ▲ 12.5

業種別構成比 （％） （ポイント）

14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 対前月 対前年同月

 建設業 20.8 19.3 18.0 19.6 19.6 21.4 21.8 20.2 19.5 20.7 21.0 21.0 16.5 ▲ 4.5 ▲ 4.3

 製造業 12.4 14.6 15.5 13.8 14.5 12.3 12.1 11.0 15.0 14.2 11.9 12.7 16.0 3.3 3.6

 卸売業 15.9 15.9 13.3 14.2 17.6 14.0 15.6 15.4 15.8 14.0 14.3 14.4 14.5 0.1 ▲ 1.4

 小売業 18.5 21.0 24.9 21.6 20.5 20.0 21.6 18.2 19.1 20.5 17.0 19.8 19.9 0.1 1.4

 運輸・通信業 4.3 4.8 3.1 5.4 5.5 5.1 3.2 5.3 3.7 5.0 4.6 4.0 5.1 1.1 0.8

 サービス業 20.8 18.2 19.9 19.7 17.6 21.4 19.5 23.0 19.6 18.0 24.4 21.0 22.9 1.9 2.1

 不動産業 4.1 3.1 3.1 2.7 2.6 3.2 3.1 3.8 4.2 4.8 3.6 3.6 2.8 ▲ 0.8 ▲ 1.3

 その他 3.2 2.9 2.3 3.1 2.2 2.7 3.1 3.2 3.1 2.8 3.1 3.6 2.3 ▲ 1.3 ▲ 0.9

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 － -
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主因別 

□ ポイント   「不況型倒産」の構成比 83.8％ 

主因別の内訳を見ると、「不況型倒産」の合計は 593 件（前年同月比 12.8％減）となった。構

成比は 83.8％（前月 80.7％、前年同月 84.1％）と、前月を 3.1 ポイント上回ったものの、前

年同月を 0.3 ポイント下回った。 

倒産主因のうち、販売不振、輸出不振、売掛金回収難、不良債権の累積、 

業界不振を「不況型倒産」として集計 

□ 要因・背景 

①「返済猶予後倒産」は前年同月と同数となる 33 件判明 

②「円安関連倒産」は 34 件（前月 44 件）判明、負債総額は集計開始以降の最大を記録 

返済猶予後倒産
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主因別件数 （件） （％）

14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 前月比 前年同月比

 販売不振 639 626 600 690 581 685 677 530 634 629 518 503 571 13.5 ▲ 10.6

 輸出不振 0 0 0 1 2 0 0 1 0 0 1 1 0 ▲ 100.0 -

 売掛金回収難 7 4 6 9 3 11 9 12 6 4 4 4 8 100.0 14.3

 不良債権の累積 4 0 0 5 4 5 1 4 4 5 2 2 3 50.0 ▲ 25.0

 業界不振 30 15 12 11 10 9 16 10 17 11 7 12 11 ▲ 8.3 ▲ 63.3

 不況型合計 680 645 618 716 600 710 703 557 661 649 532 522 593 13.6 ▲ 12.8

16 16 8 12 14 8 15 7 13 9 11 3 9 200.0 ▲ 43.8

4 5 2 7 9 3 2 10 4 9 6 5 3 ▲ 40.0 ▲ 25.0

6 10 10 14 15 16 13 11 7 14 25 13 8 ▲ 38.5 33.3

103 89 106 109 95 110 111 98 100 113 97 104 95 ▲ 8.7 ▲ 7.8

809 765 744 858 733 847 844 683 785 794 671 647 708 9.4 ▲ 12.5

主因別構成比 （％） （ポイント）

14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 対前月 対前年同月

 販売不振 79.0 81.8 80.6 80.4 79.3 80.9 80.2 77.6 80.8 79.2 77.2 77.7 80.6 2.9 1.6

 輸出不振 0.0 0.0 0.0 0.1 0.3 0.0 0.0 0.1 0.0 0.0 0.1 0.2 0.0 ▲ 0.2 0.0

 売掛金回収難 0.9 0.5 0.8 1.0 0.4 1.3 1.1 1.8 0.8 0.5 0.6 0.6 1.1 0.5 0.2

 不良債権の累積 0.5 0.0 0.0 0.6 0.5 0.6 0.1 0.6 0.5 0.6 0.3 0.3 0.4 0.1 ▲ 0.1

 業界不振 3.7 2.0 1.6 1.3 1.4 1.1 1.9 1.5 2.2 1.4 1.0 1.9 1.6 ▲ 0.3 ▲ 2.1

 不況型合計 84.1 84.3 83.1 83.4 81.9 83.8 83.3 81.6 84.2 81.7 79.3 80.7 83.8 3.1 ▲ 0.3

2.0 2.1 1.1 1.4 1.9 0.9 1.8 1.0 1.7 1.1 1.6 0.5 1.3 0.8 ▲ 0.7

0.5 0.7 0.3 0.8 1.2 0.4 0.2 1.5 0.5 1.1 0.9 0.8 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.1

0.7 1.3 1.3 1.6 2.0 1.9 1.5 1.6 0.9 1.8 3.7 2.0 1.1 ▲ 0.9 0.4

12.7 11.6 14.2 12.7 13.0 13.0 13.2 14.3 12.7 14.2 14.5 16.1 13.4 ▲ 2.7 0.7

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -

     放漫経営

     設備投資の失敗

     その他の経営計画の失敗

     その他

 合計

     放漫経営

     設備投資の失敗

     その他の経営計画の失敗

     その他

 合計
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□ ポイント    負債 10 億円以上の倒産がピーク時の 10 分の 1 に 

負債額別に見ると、負債 5000 万円未満の倒産は 415 件で、前年同月を 9.4％下回ったものの、

構成比は 58.6％と 2000 年以降で最高となった。一方、負債 10 億円以上の倒産は 13 件で、2000

年以降のピークとなる 2002 年 2 月（132 件）の 10 分の 1 にとどまった。資本金別では、個人

経営と資本金 1000 万円未満の合計が 423 件、構成比は 59.7％を占めた。 

□ 要因・背景  

① 負債 5000 万円未満の倒産、業種別では建設業（71 件、前年同月比 28.3％減）で大幅減少 

② 大企業・中堅企業の業績回復や資金繰り改善を受け、大型倒産の抑制状態が続く 

規模別 

中小企業の定義 小規模企業の定義

業種

製造業・その他 または 3億円以下

卸売業 または 1億円以下

小売業 または 5000万円以下

サービス業 または 5000万円以下

従業員 資本金 業種 従業員

300人以下 製造業・その他 20人以下

100人以下

100人以下 商業・サービス業 5人以下

50人以下

(件） （％、ポイント）

14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 前月比 前年同月比

件数 714 660 651 759 639 771 761 599 693 705 589 569 621 9.1 ▲ 13.0

構成比（％） 88.3 86.3 87.5 88.5 87.2 91.0 90.2 87.7 88.3 88.8 87.8 87.9 87.7 ▲ 0.2 ▲ 0.6

件数 809 765 742 858 732 846 843 682 785 794 669 646 707 9.4 ▲ 12.6

構成比（％） 100.0 100.0 99.7 100.0 99.9 99.9 99.9 99.9 100.0 100.0 99.7 99.8 99.9 0.1 ▲ 0.1

809 765 744 858 733 847 844 683 785 794 671 647 708 9.4 ▲ 12.5全倒産件数

中小企業・小規模企業

小規模企業

中小企業

負債額別件数 （件） （％）

14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 前月比 前年同月比

 5000万円未満 458 408 420 470 367 476 475 367 453 433 376 366 415 13.4 ▲ 9.4

 5000万円以上1億円未満 104 117 127 122 113 137 137 116 106 135 113 86 123 43.0 18.3

 1億円以上5億円未満 196 188 155 195 191 177 193 155 164 176 138 146 136 ▲ 6.8 ▲ 30.6

 5億円以上10億円未満 25 30 25 42 32 22 23 25 39 24 24 19 21 10.5 ▲ 16.0

 10億円以上50億円未満 23 20 16 28 26 28 15 16 22 23 19 26 11 ▲ 57.7 ▲ 52.2

 50億円以上100億円未満 1 2 1 1 3 5 0 3 1 3 1 3 1 ▲ 66.7 0.0

 100億円以上 2 0 0 0 1 2 1 1 0 0 0 1 1 0.0 ▲ 50.0

 合計 809 765 744 858 733 847 844 683 785 794 671 647 708 9.4 ▲ 12.5

負債額別構成比 （％） （ポイント）

14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 前月比 前年同月比

 5000万円未満 56.6 53.3 56.5 54.8 50.1 56.2 56.3 53.7 57.7 54.5 56.0 56.6 58.6 2.0 2.0

 5000万円以上1億円未満 12.9 15.3 17.1 14.2 15.4 16.2 16.2 17.0 13.5 17.0 16.8 13.3 17.4 4.1 4.5

 1億円以上5億円未満 24.2 24.6 20.8 22.7 26.1 20.9 22.9 22.7 20.9 22.2 20.6 22.6 19.2 ▲ 3.4 ▲ 5.0

 5億円以上10億円未満 3.1 3.9 3.4 4.9 4.4 2.6 2.7 3.7 5.0 3.0 3.6 2.9 3.0 0.1 ▲ 0.1

 10億円以上50億円未満 2.8 2.6 2.2 3.3 3.5 3.3 1.8 2.3 2.8 2.9 2.8 4.0 1.6 ▲ 2.4 ▲ 1.2

 50億円以上100億円未満 0.1 0.3 0.1 0.1 0.4 0.6 0.0 0.4 0.1 0.4 0.1 0.5 0.1 ▲ 0.4 0.0

 100億円以上 0.2 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2 0.1 0.1 0.0 0.0 0.0 0.2 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.1

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -

資本金別件数 （件） （％）

14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 前月比 前年同月比

 個人経営 140 114 116 124 73 133 116 92 133 117 98 102 106 3.9 ▲ 24.3

 100万円未満 18 14 20 22 28 30 30 17 24 24 24 16 26 62.5 44.4

 100万円以上1000万円未満 307 304 302 357 296 330 358 290 296 309 258 260 291 11.9 ▲ 5.2

 1000万円以上5000万円未満 307 295 274 312 290 309 307 254 293 311 258 241 260 7.9 ▲ 15.3

 5000万円以上1億円未満 25 27 28 33 28 31 26 23 27 26 16 17 20 17.6 ▲ 20.0

 1億円以上 12 11 4 10 18 14 7 7 12 7 17 11 5 ▲ 54.5 ▲ 58.3

 合計 809 765 744 858 733 847 844 683 785 794 671 647 708 9.4 ▲ 12.5

資本金別構成比 （％） （ポイント）

14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 前月比 前年同月比

 個人経営 17.3 14.9 15.6 14.5 10.0 15.7 13.7 13.5 16.9 14.7 14.6 15.8 15.0 ▲ 0.8 ▲ 2.3

 100万円未満 2.2 1.8 2.7 2.6 3.8 3.5 3.6 2.5 3.1 3.0 3.6 2.5 3.7 1.2 1.5

 100万円以上1000万円未満 37.9 39.7 40.6 41.6 40.4 39.0 42.4 42.5 37.7 38.9 38.5 40.2 41.1 0.9 3.2

 1000万円以上5000万円未満 37.9 38.6 36.8 36.4 39.6 36.5 36.4 37.2 37.3 39.2 38.5 37.2 36.7 ▲ 0.5 ▲ 1.2

 5000万円以上1億円未満 3.1 3.5 3.8 3.8 3.8 3.7 3.1 3.4 3.4 3.3 2.4 2.6 2.8 0.2 ▲ 0.3

 1億円以上 1.5 1.4 0.5 1.2 2.5 1.7 0.8 1.0 1.5 0.9 2.5 1.7 0.7 ▲ 1.0 ▲ 0.8

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
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□ ポイント   9 地域中 7 地域で前年同月比減少 

地域別に見ると、9 地域中 7 地域で前年同月を下回り、なかでも近畿（163 件、前年同月比 30.3％

減）は 30％以上、中部（88 件、同 27.9％減）など 3 地域は前年同月比 20％以上の大幅減少と

なった。一方、四国（15 件、同 36.4％増）、関東（272 件、同 6.7％増）の 2 地域は前年同月

を上回った。 

□ 要因・背景 

① 近畿は、兵庫県を除く 5 府県で建設業を中心に大幅減少し、6 カ月連続の前年同月割れ 

② 中部は、愛知県が全 7 業種で減少し、前年同月を 44.3％大きく下回る 

地域別 

（件） （％） （件） （％）

北海道 北海道 28 22 21 ▲ 4.5 ▲ 25.0 滋賀県 8 6 3 ▲ 50.0 ▲ 62.5

青森県 3 5 4 ▲ 20.0 33.3 京都府 32 20 11 ▲ 45.0 ▲ 65.6

岩手県 7 0 5 - ▲ 28.6 大阪府 126 100 99 ▲ 1.0 ▲ 21.4

宮城県 6 6 5 ▲ 16.7 ▲ 16.7 兵庫県 36 40 38 ▲ 5.0 5.6

秋田県 7 3 6 100.0 ▲ 14.3 奈良県 20 8 9 12.5 ▲ 55.0

山形県 5 2 4 100.0 ▲ 20.0 和歌山県 12 4 3 ▲ 25.0 ▲ 75.0

福島県 6 3 3 0.0 ▲ 50.0 鳥取県 1 0 1 - 0.0

茨城県 3 16 10 ▲ 37.5 233.3 島根県 6 1 4 300.0 ▲ 33.3

栃木県 5 9 15 66.7 200.0 岡山県 8 2 9 350.0 12.5

群馬県 11 8 7 ▲ 12.5 ▲ 36.4 広島県 15 15 16 6.7 6.7

埼玉県 43 17 35 105.9 ▲ 18.6 山口県 8 6 7 16.7 ▲ 12.5

千葉県 13 17 18 5.9 38.5 徳島県 2 3 4 33.3 100.0

東京都 139 135 134 ▲ 0.7 ▲ 3.6 香川県 2 2 6 200.0 200.0

神奈川県 41 39 53 35.9 29.3 愛媛県 3 2 1 ▲ 50.0 ▲ 66.7

新潟県 1 2 3 50.0 200.0 高知県 4 4 4 0.0 0.0

富山県 9 0 5 - ▲ 44.4 福岡県 24 23 33 43.5 37.5

石川県 7 7 8 14.3 14.3 佐賀県 7 5 0 ▲ 100.0 ▲ 100.0

福井県 4 2 4 100.0 0.0 長崎県 5 4 4 0.0 ▲ 20.0

山梨県 0 1 1 0.0 - 熊本県 4 5 5 0.0 25.0

長野県 10 8 4 ▲ 50.0 ▲ 60.0 大分県 10 2 9 350.0 ▲ 10.0

岐阜県 11 9 12 33.3 9.1 宮崎県 4 2 2 0.0 ▲ 50.0

静岡県 21 17 24 41.2 14.3 鹿児島県 7 3 7 133.3 0.0

愛知県 70 45 39 ▲ 13.3 ▲ 44.3 沖縄県 5 11 5 ▲ 54.5 0.0

三重県 10 6 8 33.3 ▲ 20.0 809 647 708 9.4 ▲ 12.5

都道府県別件数
2015年1月
- 当月 -

前月比 前年同月比
2014年1月

- 前年同月 -
2014年12月

- 前月 -
都道府県

2014年1月
- 前年同月 -

2014年12月
- 前月 -

2015年1月
- 当月 -

前月比 前年同月比

東北

関東

北陸

中部

都道府県

合計

四国

九州

地域 地域

近畿

中国

地域別件数 （件） （％）

14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 前月比 前年同月比

 北海道 28 19 32 33 19 21 22 26 19 22 18 22 21 ▲ 4.5 ▲ 25.0

 東北 34 28 28 33 31 36 23 29 33 26 38 19 27 42.1 ▲ 20.6

 関東 255 267 264 316 301 309 362 267 269 277 230 241 272 12.9 6.7

 北陸 21 29 27 39 25 24 28 24 25 17 23 11 20 81.8 ▲ 4.8

 中部 122 123 104 116 104 105 89 89 121 122 100 86 88 2.3 ▲ 27.9

 近畿 234 188 184 208 149 224 224 151 214 190 177 178 163 ▲ 8.4 ▲ 30.3

 中国 38 43 45 36 31 35 38 28 37 46 31 24 37 54.2 ▲ 2.6

 四国 11 16 17 17 14 21 18 7 18 19 11 11 15 36.4 36.4

 九州 66 52 43 60 59 72 40 62 49 75 43 55 65 18.2 ▲ 1.5

 合計 809 765 744 858 733 847 844 683 785 794 671 647 708 9.4 ▲ 12.5

地域別構成比 （％） （ポイント）

14年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 15年1月 対前月 対前年同月

 北海道 3.5 2.5 4.3 3.8 2.6 2.5 2.6 3.8 2.4 2.8 2.7 3.4 3.0 ▲ 0.4 ▲ 0.5

 東北 4.2 3.7 3.8 3.8 4.2 4.3 2.7 4.2 4.2 3.3 5.7 2.9 3.8 0.9 ▲ 0.4

 関東 31.5 34.9 35.5 36.8 41.1 36.5 42.9 39.1 34.3 34.9 34.3 37.2 38.4 1.2 6.9

 北陸 2.6 3.8 3.6 4.5 3.4 2.8 3.3 3.5 3.2 2.1 3.4 1.7 2.8 1.1 0.2

 中部 15.1 16.1 14.0 13.5 14.2 12.4 10.5 13.0 15.4 15.4 14.9 13.3 12.4 ▲ 0.9 ▲ 2.7

 近畿 28.9 24.6 24.7 24.2 20.3 26.4 26.5 22.1 27.3 23.9 26.4 27.5 23.0 ▲ 4.5 ▲ 5.9

 中国 4.7 5.6 6.0 4.2 4.2 4.1 4.5 4.1 4.7 5.8 4.6 3.7 5.2 1.5 0.5

 四国 1.4 2.1 2.3 2.0 1.9 2.5 2.1 1.0 2.3 2.4 1.6 1.7 2.1 0.4 0.7

 九州 8.2 6.8 5.8 7.0 8.0 8.5 4.7 9.1 6.2 9.4 6.4 8.5 9.2 0.7 1.0

 合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 - -
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□ 東証 1 部上場のスカイマーク㈱（東京都）が民事再生法の適用を申請、2013 年 8 月のワール

ド・ロジ㈱（大阪府、破産）以来、17 カ月ぶりに上場企業倒産が発生した。 

□ 2014 年度の上場企業倒産は 1 件で、依然として低水準にとどまっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上場企業倒産

上場企業倒産の件数推移（年度別）
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注：2004年度以前は任意整理を含む

2014年度 上場企業の倒産

1 987544705 　スカイマーク㈱ 定期航空運送 71,088 民事再生法 東京都 2015年1月 東証1部

2013年度 上場企業の倒産

1 986753504 　㈱インデックス  モバイルコンテンツ・ゲーム事業 24,602
民事再生法

→破産
東京都 2013年6月 ジャスダック

2 586768702 　ワールド・ロジ㈱ 総合物流サービス 7,954 破産 大阪府 2013年8月 ジャスダック

 
TDB

企業コード
商号 業種 備考

負債
（百万円）

態様 所在地 倒産年月

備考
負債

（百万円）
態様 所在地 倒産年月 

TDB
企業コード

商号 業種
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□ 負債トップは、スカイマーク㈱（東京都、民事再生法）の 710 億 8800 万円。㈱千葉国際カ

ントリークラブ（千葉県、民事再生法）の 56 億 9100 万円が続く。 

□ スカイマーク㈱の負債 710 億 8800 万円は年度内で最大。 

 

 

 

 

 

  

 

 

主な倒産企業 

TDB
企業コード

負債
（百万円）

資本金
（千円）

態様 所在地

1 987544705 スカイマーク㈱ 定期航空運送 71,088 14,186,733 民事再生法 東京都

2 260198340 ㈱千葉国際カントリークラブ ゴルフ場経営 5,691 10,000 民事再生法 千葉県

3 400133563 ㈱レイネツ（旧：丸茂工業㈱） 元・鍛造部品製造 4,404 48,000 特別清算 愛知県

4 200286128 ㈱美濃屋吉兵衛商店 水産練製品製造 3,990 35,500 民事再生法 神奈川県

5 100727300 ㈱ＲＥＡＬ　ＬＩＦＥ　ＪＡＰＡＮ 家電輸入販売 3,129 20,000 破産 宮城県

6 984388911 吉野建設㈱ 住宅建築・リフォーム工事 2,235 30,000 破産 東京都

7 420041772 北静木材㈱ 木材・竹材卸 2,165 20,000 民事再生法 静岡県

8 410018233 ㈱沼津第一青果 青果市場運営 1,500 92,250 民事再生法 静岡県

9 610381355 ㈱湯郷グランドホテル ホテル経営 1,458 10,000 民事再生法 岡山県

10 500335356 ㈱ジヤンボなかむら 元・食品スーパー経営 1,300 50,000 特別清算 京都府

11 987145442 上越木嶋無線㈱ 各種トランス製造 1,256 10,000 破産 東京都

12 810262091 プラントオートメーション㈱ 製鉄設備設計・製造 1,233 30,000 破産 福岡県

13 984684533 ㈱キジマ
産業用電気機器卸、
不動産管理

1,143 10,000 破産 東京都

14 800763655 ライフプランニング㈱
電気配線工事、
老人福祉施設運営

945 10,000 破産 福岡県

15 810322064 ㈱ピスコ 老人福祉事業 930 50,000 破産 福岡県

16 240282375 関東電気製造㈱ 無線通信機器製造 903 10,000 破産 栃木県

17 270418492 大栄建材㈱ 各種建材製造 879 10,000 破産 埼玉県

18 967672074 ㈱アール・アール・ビー アミューズメント事業 800 3,000 破産 宮崎県

19 530054777 フーケ㈱ 洋菓子店経営 800 41,500 破産 兵庫県

20 982271169 木嶋無線㈱ 各種トランス製造 781 50,000 破産 東京都

21 460024041 ㈱ホクセイスーパー 食品スーパー経営 760 10,000 破産 三重県

22 250352796 渡辺糧穀㈱ 米穀卸 718 30,000 破産 茨城県

23 100406958 宮城県女川遠洋漁業協同組合 不動産賃貸 718 47,421 破産 宮城県

24 650111962 ㈱マリン スーパーマーケット経営 650 20,000 破産 山口県

25 981132287 ㈱新川情報（旧：㈱パトリス） 情報提供サービス 649 100,000 特別清算 東京都

26 870373486 ㈱ケイティ 中古遊技機レンタル 600 5,000 民事再生法 熊本県

27 530124067 大神戸製靴㈱ 婦人靴製造販売 580 40,000 破産 兵庫県

28 980731251 ㈱内田産業 包装用品卸 569 25,000 破産 東京都

29 260010523 ㈱大谷商店 食料品卸 569 33,000 破産 千葉県

30 260965899 ㈱新康興業 管工事 560 10,000 破産 千葉県

商号 業種
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大型倒産 

1 987544705 スカイマーク㈱ 定期航空運送 71,088 民事再生法 東京都 2015年1月

2 983026407 ㈱インターナショナルイーシー 不動産賃貸 48,553 破産 東京都 2014年12月

3 985130709 ㈱白元 防虫剤製造 25,494 民事再生法 東京都 2014年5月

4 509000687 一般社団法人京都府森と緑の公社 森林整備・育林事業 22,800 民事再生法 京都府 2014年6月

5 580544364 ㈱笠屋町不動産 不動産管理・賃貸 20,000 特別清算 大阪府 2014年8月

6 982780684 ソフトウエア興業㈱ ソフトウエア受託開発 19,124 破産 東京都 2014年6月

7 981128721 ㈱三貴 宝石・貴金属小売 12,606 民事再生法 東京都 2014年7月

8 987952478 ㈱リンク・イノベーション 美容室向けコンサルティング 9,816 特別清算 東京都 2014年6月

9 984238403 マキコーポレーション㈱
消費者金融業、
レジャーホテル経営

9,608 破産 東京都 2014年10月

10 984243969 ㈱テイー・シー・ワークス 元・イベント企画・運営 9,300 特別清算 東京都 2014年11月

11 530148480 姫路土地㈱（旧：㈱ヒメカン） 元・パチンコホール経営 9,000 特別清算 大阪府 2014年12月

12 983110144 廣済堂開発㈱ ゴルフ場経営 8,687 民事再生法 東京都 2014年6月

13 582542547 ㈱関西フィナンシャル・ポート 金融業 8,686 破産 東京都 2014年5月

14 130006812 ㈱一関カントリー倶楽部 ゴルフ場不動産賃貸 8,678 破産 岩手県 2014年6月

15 981661348 アールインベストメントアンドデザイン㈱ 不動産開発 8,220 破産 東京都 2014年4月

16 986161460 ㈱Ｊ－ＮＥＸＴ（旧：中小企業人材機構㈱） 労働者派遣 7,774 特別清算 東京都 2014年12月

17 450074424 岐阜北開発㈱ 元・ゴルフ場経営 7,700 特別清算 岐阜県 2014年6月

18 850026553 ㈱ＴＮ企画（旧：まるの漁業㈱） まき網漁業 7,000 破産 長崎県 2014年12月

19 250160053 ㈱大鳥（旧：㈱金馬車） 元・パチンコホール経営 6,736
民事再生法

→会社更生法
茨城県 2014年8月

20 986037905
ヴィンテージ㈱
（旧：㈱ライブドア不動産）

不動産担保金融、不動産業 6,630 破産 東京都 2014年10月

21 290060633 (医)緑生会
産婦人科クリニック・
一般病院経営

6,379 民事再生法 千葉県 2014年8月

22 450007913 ㈱オルケス 婦人服販売 6,345 民事再生法 東京都 2014年8月

23 260198340 ㈱千葉国際カントリークラブ ゴルフ場経営 5,691 民事再生法 千葉県 2015年1月

24 960071573
㈱ファイブフォース
（旧：中小企業サービス機構㈱）

中小企業向け投資事業 5,044 特別清算 東京都 2014年10月

25 989602263 ㈱日本フィナンシャル・ポート 金融業 5,021 破産 東京都 2014年5月

26 540107874 セントラルゴルフマネジメント㈱ ゴルフ場経営 5,000 民事再生法 兵庫県 2014年6月

27 740359465
㈱キッチンファクトリー
（旧：㈱ハッピーダイニング）

飲食店経営 5,000 破産 愛媛県 2014年9月

28 989804536 ＭＳエイジア㈱ バルブ製造・販売 4,984 破産 東京都 2014年6月

29 340105079 ㈱きむら食品 包装餅・米飯製造 4,933 民事再生法 新潟県 2014年7月

30 985246661 ㈱千葉廣済堂カントリー倶楽部 ゴルフ場経営 4,869 民事再生法 東京都 2014年6月

2014年度 大型倒産（上位30社）

倒産月
TDB

企業コード
負債

（百万円）
態様 所在地商号 業種
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 業種細分類 

（　）内は構成比％

前月比（％） 前年同月比（％）

職別工事業 55 ( 6.8 ) 2,326 54 ( 8.3 ) 3,669 48 ( 6.8 ) ▲ 11.1 ▲ 12.7 5,250

総合工事業 67 ( 8.3 ) 11,669 51 ( 7.9 ) 8,845 39 ( 5.5 ) ▲ 23.5 ▲ 41.8 2,530

設備工事業 46 ( 5.7 ) 2,445 31 ( 4.8 ) 2,371 30 ( 4.2 ) ▲ 3.2 ▲ 34.8 2,849

建設業計 168 ( 20.8 ) 16,440 136 ( 21.0 ) 14,885 117 ( 16.5 ) ▲ 14.0 ▲ 30.4 10,629

食料品・飼料・飲料製造業 18 ( 2.2 ) 6,888 14 ( 2.2 ) 4,634 13 ( 1.8 ) ▲ 7.1 ▲ 27.8 6,076

繊維工業、繊維製品製造業 9 ( 1.1 ) 1,577 9 ( 1.4 ) 538 9 ( 1.3 ) 0.0 0.0 1,131

木材・木製品製造業 1 ( 0.1 ) 47 0 ( 0.0 ) 0 2 ( 0.3 ) 100.0 40

家具・装備品製造業 1 ( 0.1 ) 12 3 ( 0.5 ) 63 5 ( 0.7 ) 66.7 400.0 203

パルプ・紙・紙加工品製造業 4 ( 0.5 ) 342 0 ( 0.0 ) 0 5 ( 0.7 ) 25.0 726

出版・印刷・同関連産業 9 ( 1.1 ) 1,182 14 ( 2.2 ) 4,255 17 ( 2.4 ) 21.4 88.9 920

化学工業、石油製品・石炭製品製造業 1 ( 0.1 ) 65 0 ( 0.0 ) 0 2 ( 0.3 ) 100.0 475

ゴム製品製造業 2 ( 0.2 ) 58 0 ( 0.0 ) 0 0 ( 0.0 ) ▲ 100.0 0

皮革・同製品・毛皮製造業 0 ( 0.0 ) 0 1 ( 0.2 ) 10 3 ( 0.4 ) 200.0 990

窯業・土石製品製造業 4 ( 0.5 ) 3,478 1 ( 0.2 ) 250 6 ( 0.8 ) 500.0 50.0 1,704

鉄鋼業、非鉄金属・金属製品製造業 9 ( 1.1 ) 1,091 6 ( 0.9 ) 3,884 12 ( 1.7 ) 100.0 33.3 5,071

一般機械器具製造業 15 ( 1.9 ) 1,318 18 ( 2.8 ) 4,025 11 ( 1.6 ) ▲ 38.9 ▲ 26.7 1,975

電気機械器具製造業 10 ( 1.2 ) 1,988 6 ( 0.9 ) 721 11 ( 1.6 ) 83.3 10.0 4,095

輸送用機械器具製造業 3 ( 0.4 ) 208 3 ( 0.5 ) 45 2 ( 0.3 ) ▲ 33.3 ▲ 33.3 20

その他の製造業 14 ( 1.7 ) 3,147 7 ( 1.1 ) 537 15 ( 2.1 ) 114.3 7.1 884

製造業計 100 ( 12.4 ) 21,401 82 ( 12.7 ) 18,962 113 ( 16.0 ) 37.8 13.0 24,310

各種商品卸売業 1 ( 0.1 ) 46 1 ( 0.2 ) 130 1 ( 0.1 ) 0.0 0.0 10

繊維・衣服・繊維製品卸売業 26 ( 3.2 ) 3,697 23 ( 3.6 ) 5,060 15 ( 2.1 ) ▲ 34.8 ▲ 42.3 1,648

飲食料品卸売業 26 ( 3.2 ) 4,503 16 ( 2.5 ) 3,022 31 ( 4.4 ) 93.8 19.2 5,648

機械器具卸売業 25 ( 3.1 ) 4,601 16 ( 2.5 ) 1,947 20 ( 2.8 ) 25.0 ▲ 20.0 5,640

自動車・同付属品卸売業 4 ( 0.5 ) 321 2 ( 0.3 ) 98 4 ( 0.6 ) 100.0 0.0 220

木材・建築材料卸売業 6 ( 0.7 ) 1,002 5 ( 0.8 ) 1,850 12 ( 1.7 ) 140.0 100.0 3,902

家具・建具・じゅう器卸売業 8 ( 1.0 ) 2,013 5 ( 0.8 ) 514 3 ( 0.4 ) ▲ 40.0 ▲ 62.5 531

貴金属製品卸売業 0 ( 0.0 ) 0 3 ( 0.5 ) 108 2 ( 0.3 ) ▲ 33.3 25

その他の卸売業 33 ( 4.1 ) 7,532 22 ( 3.4 ) 3,144 15 ( 2.1 ) ▲ 31.8 ▲ 54.5 2,074

卸売業計 129 ( 15.9 ) 23,715 93 ( 14.4 ) 15,873 103 ( 14.5 ) 10.8 ▲ 20.2 19,698

各種商品小売業 6 ( 0.7 ) 898 5 ( 0.8 ) 212 6 ( 0.8 ) 20.0 0.0 1,203

織物・衣服・身の回り品小売業 19 ( 2.3 ) 636 14 ( 2.2 ) 665 20 ( 2.8 ) 42.9 5.3 768

飲食料品小売業 42 ( 5.2 ) 3,240 20 ( 3.1 ) 1,638 24 ( 3.4 ) 20.0 ▲ 42.9 4,432

飲食店 48 ( 5.9 ) 2,332 39 ( 6.0 ) 1,951 37 ( 5.2 ) ▲ 5.1 ▲ 22.9 904

自動車・自転車小売業 14 ( 1.7 ) 537 9 ( 1.4 ) 344 9 ( 1.3 ) 0.0 ▲ 35.7 320

家具・じゅう器・家庭用機械器具小売業 6 ( 0.7 ) 246 7 ( 1.1 ) 160 14 ( 2.0 ) 100.0 133.3 870

その他の小売業 15 ( 1.9 ) 920 34 ( 5.3 ) 2,207 31 ( 4.4 ) ▲ 8.8 106.7 1,587

小売業計 150 ( 18.5 ) 8,809 128 ( 19.8 ) 7,177 141 ( 19.9 ) 10.2 ▲ 6.0 10,084

運輸業 35 ( 4.3 ) 6,755 25 ( 3.9 ) 4,309 35 ( 4.9 ) 40.0 0.0 72,917

郵便業、電気通信業 0 ( 0.0 ) 0 1 ( 0.2 ) 10 1 ( 0.1 ) 0.0 10

運輸・通信業計 35 ( 4.3 ) 6,755 26 ( 4.0 ) 4,319 36 ( 5.1 ) 38.5 2.9 72,927

旅館、その他宿泊所 6 ( 0.7 ) 3,568 5 ( 0.8 ) 2,436 3 ( 0.4 ) ▲ 40.0 ▲ 50.0 1,863

娯楽業 6 ( 0.7 ) 5,410 11 ( 1.7 ) 14,145 13 ( 1.8 ) 18.2 116.7 8,266

自動車整備業・駐車場業、修理業 9 ( 1.1 ) 454 8 ( 1.2 ) 911 17 ( 2.4 ) 112.5 88.9 979

広告・調査・情報サービス業 62 ( 7.7 ) 4,412 47 ( 7.3 ) 14,099 56 ( 7.9 ) 19.1 ▲ 9.7 3,599

専門サービス業 31 ( 3.8 ) 870 25 ( 3.9 ) 4,832 25 ( 3.5 ) 0.0 ▲ 19.4 683

医療業 11 ( 1.4 ) 1,045 8 ( 1.2 ) 2,165 9 ( 1.3 ) 12.5 ▲ 18.2 560

教育 2 ( 0.2 ) 910 2 ( 0.3 ) 86 1 ( 0.1 ) ▲ 50.0 ▲ 50.0 100

その他サービス業 41 ( 5.1 ) 4,160 30 ( 4.6 ) 3,233 38 ( 5.4 ) 26.7 ▲ 7.3 2,582

サービス業計 168 ( 20.8 ) 20,829 136 ( 21.0 ) 41,907 162 ( 22.9 ) 19.1 ▲ 3.6 18,632

不動産業 33 ( 4.1 ) 173,204 23 ( 3.6 ) 59,820 20 ( 2.8 ) ▲ 13.0 ▲ 39.4 1,930

農業・林業・漁業 10 ( 1.2 ) 1,567 7 ( 1.1 ) 3,634 6 ( 0.8 ) ▲ 14.3 ▲ 40.0 672

鉱業 0 ( 0.0 ) 0 1 ( 0.2 ) 443 0 ( 0.0 ) ▲ 100.0 0

金融・保険業 8 ( 1.0 ) 23,906 5 ( 0.8 ) 12,126 4 ( 0.6 ) ▲ 20.0 ▲ 50.0 1,158

その他 8 ( 1.0 ) 5,070 10 ( 1.5 ) 100 6 ( 0.8 ) ▲ 40.0 ▲ 25.0 60

その他計 26 ( 3.2 ) 30,543 23 ( 3.6 ) 16,303 16 ( 2.3 ) ▲ 30.4 ▲ 38.5 1,890

合計 809 ( 100.0 ) 301,696 647 ( 100.0 ) 179,246 708 ( 100.0 ) 9.4 ▲ 12.5 160,100

業種 負債総額
（百万円）

負債総額
（百万円）

2014年1月
-前年同月-

2014年12月
-前月-

負債総額
（百万円）

件数比較2015年1月
-当月-
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倒産分類別比較 

（　）内は構成比％

前月比（％） 前年同月比（％）

168 ( 20.8 ) 136 ( 21.0 ) 117 ( 16.5 ) ▲ 14.0 ▲ 30.4

100 ( 12.4 ) 82 ( 12.7 ) 113 ( 16.0 ) 37.8 13.0

129 ( 15.9 ) 93 ( 14.4 ) 103 ( 14.5 ) 10.8 ▲ 20.2

150 ( 18.5 ) 128 ( 19.8 ) 141 ( 19.9 ) 10.2 ▲ 6.0

35 ( 4.3 ) 26 ( 4.0 ) 36 ( 5.1 ) 38.5 2.9

168 ( 20.8 ) 136 ( 21.0 ) 162 ( 22.9 ) 19.1 ▲ 3.6

33 ( 4.1 ) 23 ( 3.6 ) 20 ( 2.8 ) ▲ 13.0 ▲ 39.4

26 ( 3.2 ) 23 ( 3.6 ) 16 ( 2.3 ) ▲ 30.4 ▲ 38.5

809 ( 100.0 ) 647 ( 100.0 ) 708 ( 100.0 ) 9.4 ▲ 12.5

639 ( 79.0 ) 503 ( 77.7 ) 571 ( 80.6 ) 13.5 ▲ 10.6

1 ( 0.2 ) ▲ 100.0

7 ( 0.9 ) 4 ( 0.6 ) 8 ( 1.1 ) 100.0 14.3

4 ( 0.5 ) 2 ( 0.3 ) 3 ( 0.4 ) 50.0 ▲ 25.0

1 ( 0.1 ) ▲ 100.0

1 ( 0.1 ) ▲ 100.0

30 ( 3.7 ) 12 ( 1.9 ) 11 ( 1.6 ) ▲ 8.3 ▲ 63.3

4 ( 0.5 ) 11 ( 1.7 ) 8 ( 1.1 ) ▲ 27.3 100.0

16 ( 2.0 ) 3 ( 0.5 ) 9 ( 1.3 ) 200.0 ▲ 43.8

1 ( 0.1 ) 3 ( 0.4 ) 200.0

4 ( 0.5 ) 5 ( 0.8 ) 3 ( 0.4 ) ▲ 40.0 ▲ 25.0

5 ( 0.6 ) 3 ( 0.5 ) 4 ( 0.6 ) 33.3 ▲ 20.0

6 ( 0.7 ) 13 ( 2.0 ) 8 ( 1.1 ) ▲ 38.5 33.3

13 ( 1.6 ) 19 ( 2.9 ) 12 ( 1.7 ) ▲ 36.8 ▲ 7.7

1 ( 0.1 ) 1 ( 0.2 ) ▲ 100.0 ▲ 100.0

1 ( 0.2 ) 1 ( 0.1 ) 0.0

1 ( 0.1 ) 11 ( 1.7 ) 7 ( 1.0 ) ▲ 36.4 600.0

76 ( 9.4 ) 58 ( 9.0 ) 60 ( 8.5 ) 3.4 ▲ 21.1

680 ( 84.1 ) 522 ( 80.7 ) 593 ( 83.8 ) 13.6 ▲ 12.8

809 ( 100.0 ) 647 ( 100.0 ) 708 ( 100.0 ) 9.4 ▲ 12.5

注：不況型倒産…倒産主因のうち販売不振、輸出不振、売掛金回収難、不良債権の累積、業界不振をさす

458 ( 56.6 ) 366 ( 56.6 ) 415 ( 58.6 ) 13.4 ▲ 9.4

104 ( 12.9 ) 86 ( 13.3 ) 123 ( 17.4 ) 43.0 18.3

196 ( 24.2 ) 146 ( 22.6 ) 136 ( 19.2 ) ▲ 6.8 ▲ 30.6

25 ( 3.1 ) 19 ( 2.9 ) 21 ( 3.0 ) 10.5 ▲ 16.0

23 ( 2.8 ) 26 ( 4.0 ) 11 ( 1.6 ) ▲ 57.7 ▲ 52.2

1 ( 0.1 ) 3 ( 0.5 ) 1 ( 0.1 ) ▲ 66.7 0.0

2 ( 0.2 ) 1 ( 0.2 ) 1 ( 0.1 ) 0.0 ▲ 50.0

809 ( 100.0 ) 647 ( 100.0 ) 708 ( 100.0 ) 9.4 ▲ 12.5

140 ( 17.3 ) 102 ( 15.8 ) 106 ( 15.0 ) 3.9 ▲ 24.3

18 ( 2.2 ) 16 ( 2.5 ) 26 ( 3.7 ) 62.5 44.4

307 ( 37.9 ) 260 ( 40.2 ) 291 ( 41.1 ) 11.9 ▲ 5.2

307 ( 37.9 ) 241 ( 37.2 ) 260 ( 36.7 ) 7.9 ▲ 15.3

25 ( 3.1 ) 17 ( 2.6 ) 20 ( 2.8 ) 17.6 ▲ 20.0

12 ( 1.5 ) 11 ( 1.7 ) 5 ( 0.7 ) ▲ 54.5 ▲ 58.3

809 ( 100.0 ) 647 ( 100.0 ) 708 ( 100.0 ) 9.4 ▲ 12.5

703 ( 86.9 ) 557 ( 86.1 ) 620 ( 87.6 ) 11.3 ▲ 11.8

97 ( 12.0 ) 82 ( 12.7 ) 82 ( 11.6 ) 0.0 ▲ 15.5

7 ( 0.9 ) 6 ( 0.9 ) 4 ( 0.6 ) ▲ 33.3 ▲ 42.9

2 ( 0.2 ) 2 ( 0.3 ) 1 ( 0.1 ) ▲ 50.0 ▲ 50.0

1 ( 0.1 )

809 ( 100.0 ) 647 ( 100.0 ) 708 ( 100.0 ) 9.4 ▲ 12.5

67.0 44.0

1 ( 0.2 ) ▲ 100.0

760 ( 93.9 ) 601 ( 92.9 ) 660 ( 93.2 ) 9.8 ▲ 13.2

20 ( 2.5 ) 24 ( 3.7 ) 29 ( 4.1 ) 20.8 45.0

29 ( 3.6 ) 21 ( 3.2 ) 19 ( 2.7 ) ▲ 9.5 ▲ 34.5

809 ( 100.0 ) 647 ( 100.0 ) 708 ( 100.0 ) 9.4 ▲ 12.5

 50億円～100億円未満

 100億円以上

 個人経営

 5000万円～1億円未満

 1億円～5億円未満

 5億円～10億円未満

 10億円～50億円未満

 立地条件の変化

 過小資本

 その他

 企業系列、下請の再編成

 火災、その他の災害

 人材の不足

 労使の対立

 放漫経営

 経営多角化の失敗

 その他の経営計画の失敗

 その他

 販売不振

合計

 経営者の病気、死亡

 新商品開発の失敗

 設備投資の失敗

 技術、商品開発の遅れ

 新市場開拓の遅れ

 開発途上国の追い上げ

 業界不振

　破産

　特別清算

　民事再生法

態
様
別

合計

2015年1月
- 当月 -

2014年12月
- 前月 -

　会社更生法

2014年1月
- 前年同月 -

倒産分類

 小売業

 運輸・通信業

 建設業

 製造業

 不動産業

負
債
額
別

合計

資
本
金
別

合計

 1億円以上

 100万円未満

 100万円～1000万円未満

 1000万円～5000万円未満

 5000万円～1億円未満

 1000万円～5000万円未満

業
種
別

主
因
別

不況型倒産合計

合計

 卸売業

 輸出不振

 売掛金回収難

 不良債権の累積

 大企業の進出

 サービス業

従
業
員
数
別

 10人未満

 10人～50人未満

 50人～100人未満

 100人～300人未満

 300人以上

合計

従業員数合計（人） 3,540 3,053 5,098
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景気動向指数 （景気ＤＩ） 景気動向指数 （景気ＤＩ） 景気動向指数 （景気ＤＩ） 景気動向指数 （景気ＤＩ） 

□ 景気ＤＩは 43.9、悪化傾向に歯止め 

2015 年 1 月の景気ＤＩは前月比 0.9 ポイント増の 43.9 となり 6 カ月ぶりに改善した。1 月の

国内景気は、①原油価格急落による好影響の広がり、②円安によるインバウンド消費の拡大が特

徴的に表れた。ガソリンスタンドなど一部の小売業界では、原油価格の急落により、販売価格の

値下げよりも仕入価格の低下スピードが速く進んだタイムラグによる収益回復もみられ、前月ま

で限定的だった影響が徐々に広がりをみせている。また、円安傾向の継続は訪日観光客の増加に

つながっており、飲食店や家電小売などで好調な売れ行きを示した。ただし、輸出企業への円安

効果は地域間でバラツキがみられ、メリットを大きく受けた『九州』では大企業の景況感が全国

で最も大きく改善した。国内景気は、原油価格の急速な下落にともない企業のコスト負担軽減効

果が徐々に表れはじめるなど外部要因が改善したことで、悪化傾向に歯止めがかかった。 

□ 今後は外部要因の改善が内需を補い、横ばい圏内で推移 

原油価格下落によるコスト負担軽減という好影響が、徐々に広がっていくとみられる。また、

2014 年度補正予算の執行や法人実効税率の引き下げなどの経済対策はプラス材料といえよう。

さらに、地方創生が動きはじめ、地域経済の回復に向けた動きが活発化すると予想される。円安

傾向はメリット・デメリット双方の要因をはらみ、輸出拡大や原材料価格上昇で、企業活動への

影響が二極化する可能性もある。また、人手不足は今後も継続するとみられるほか、統一地方選

による公共工事執行への影響や賃金動向にも注視する必要があろう。今後は、力強さに欠ける内

需を外部要因の改善が補いつつ、おおむね横ばい圏内で推移すると見込まれる。 

景気動向指数 （景気ＤＩ） 

景気動向指数（景気ＤＩ、帝国データバンク）

当月比 当月比 当月比

2014年1月 50.0 0.5 49.9 ▲ 0.1 51.5 1.5 52.4 2.4

2月 49.6 ▲ 0.4 48.2 ▲ 1.4 49.1 ▲ 0.5 50.2 0.6

3月 51.0 1.4 49.5 ▲ 1.5 50.6 ▲ 0.4 52.0 1.0

4月 46.8 ▲ 4.2 50.4 3.6 51.6 4.8 52.4 5.6

5月 46.2 ▲ 0.6 48.7 2.5 50.3 4.1 51.5 5.3

6月 46.5 0.3 48.4 1.9 49.8 3.3 50.2 3.7

7月 46.9 0.4 49.2 2.3 50.4 3.5 51.3 4.4

8月 46.2 ▲ 0.7 47.4 1.2 49.0 2.8 49.6 3.4

9月 45.1 ▲ 1.1 45.5 0.4 46.8 1.7 47.5 2.4

10月 44.1 ▲ 1.0 45.1 1.0 46.4 2.3 45.2 1.1

11月 43.5 ▲ 0.6 44.6 1.1 45.0 1.5 45.8 2.3

12月 43.0 ▲ 0.5 42.6 ▲ 0.4 43.0 0.0 43.3 0.3

2015年1月 43.9 0.9 44.8 0.9 45.4 1.5 45.7 1.8

出典：2月4日発表、ＴＤＢ景気動向調査2015年1月調査（全国） URL：http://www.tdb-di.com/
　　（ＤＩ は、0～100までの範囲で変化し、50が判断の分かれ目となる。調査開始は2002年5月）

景気ＤＩ

景気予測ＤＩ 

前月比 3カ月後 6カ月後 1年後
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 今後の見通し 

□ 17 カ月ぶりに上場企業の倒産が発生 

東証 1 部上場のスカイマーク（定期航空運送）が、1 月 28 日に民事再生法の適用を申請した。

上場企業の倒産としては、今年に入って初めてであるとともに、2013 年 8 月に倒産したワールド・

ロジ（総合物流サービス、破産）以来、17 カ月ぶりのこととなる。株価上昇や、量的金融緩和政

策などを背景に、資金調達環境が大きく改善し、2014 年は 1990 年以来 24 年ぶりに上場企業の倒

産が発生していなかったこともあり、同社の倒産はインパクトがあるものとなった。 

 スカイマークの倒産要因の一つに、為替の急激な変動による採算悪化がある。航空機の調達に

海外のリース会社を利用していたため、円安でドル建てリース料の支払いが大きな負担となった

こと、また、燃料の調達コストが嵩んだことが、破綻のきっかけとなった。スカイマークの倒産

は航空業界における“円安の負の部分が倒産に結びついた事例”と言えよう。1 月の「円安関連

倒産」は前月比減少に転じているが、今後、幅広い業界に円安の影響が及ぶ可能性もある。 

□ 「医療法人」が中小企業再生支援協議会の支援対象に 

 2 月 2 日、中小企業庁は、中小企業再生支援協議会事業が対象とする「中小企業者」に「医療

法人（常時使用する従業員数 300 人以下）」を追加したと発表。これまで、地域住民の生活・雇

用に大きな影響を与えると想定される大規模医療法人については、地域経済活性化支援機構が支

援をしてきた。しかし、それでは収益低迷や過大な借入負担に悩む小規模医療法人に支援が行き

届かないことになる。これを問題視する声は多く、全国地方銀行協会も「高齢化の進展もあり、

医療法人の存在は地域の維持・活性化に不可欠だが、その経営環境は人口減少に伴い厳しさを増

している」として、医療法人を中小企業再生支援協議会の支援対象に加えるよう、2014 年 10 月

に規制改革会議へ要望を提出していた。 

数字でも小規模医療法人の厳しさが浮かび上がる。2014 年の「病院・開業医」の倒産件数（29

件）は前年比減少したが、休廃業・解散を見ると、347 件（前年比 12.7％増）判明しており、集

計可能な 2003 年以降で最多。そのうち 219 件（構成比 63.1％）が年収入高 1 億円未満である。

また、帝国データバンクが 2014 年 11 月に発刊した『全国企業財務諸表分析統計（平成 25 年 4

月～平成 26 年 3 月）』でも、「医療業」の自己資本比率の平均が 38.34％であるのに対し、総資

本 1 億円未満の「医療業」は 30.54％と 8 ポイント程度下回っている。設備投資負担から過剰債

務を抱えているケースが散見され、支援を必要としている小規模医療法人は多いと言えよう。 

□ 企業倒産件数は減少傾向が続くも、突発的な大型倒産に警戒 

 2015 年 1 月における建設業の倒産件数は、前年同月比 30.4％の大幅減少で 117 件となった。

これにより、2012 年 10 月以降 28 カ月連続で前年同月を下回り、2000 年以降の最長記録を更新

し続けている。2000 年 1 月（101 件）以来の低水準となっており、100 件割れも視野に入るほど

減少傾向が鮮明だ。企業倒産全体の件数でも 18 カ月連続で前年同月割れが続いている。円安に

伴う原材料価格や労務費の高騰は依然として続いているものの、昨年夏場から続く原油価格の下

落がそれらのコスト上昇分と相殺する格好となっており、中小企業の経営環境を下支えしている

とみられる。とはいえ、中小企業におけるコスト上昇分の価格転嫁は、進んでいる企業と進展が

ない企業と二極化してきている。原油価格が反転すれば、さらにコストが上昇することは明らか。

また、急激な為替変動、中国・欧州経済の失速といった海外情勢の変化や、物価上昇に賃金上昇

が追いつかない場合の個人消費の冷え込みといった懸念材料もある。2015 年も企業倒産件数の急

増は想定しづらいが、スカイマークのように、こうした懸念事項の影響を大きく受けた突発的な

大型倒産を警戒しなければならない状況は続くであろう。 
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倒産件数・負債総額の推移（2000年度(平成12年度)～2014年度(平成26年度)）

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

4 523 824,537 666 897,126 882 1,158,155 907 824,367 772 521,723

5 562 1,517,057 672 864,967 921 1,009,316 931 728,668 755 482,927

6 558 1,711,469 706 577,994 763 581,278 858 782,244 759 341,993

7 577 4,030,041 731 637,707 1,000 1,097,233 918 655,471 765 540,229

8 578 1,258,580 720 587,387 800 985,301 802 1,065,377 695 583,166

9 551 666,688 718 2,838,474 839 698,482 764 1,053,944 718 367,292

10 641 8,216,109 870 915,454 964 1,775,487 874 785,452 726 658,551

11 615 1,083,980 825 1,706,113 829 527,323 684 937,037 694 300,501

12 684 698,807 789 1,407,173 833 626,702 738 391,795 743 867,066

1 559 838,508 767 713,822 789 1,049,223 749 387,375 691 562,215

2 623 962,230 888 1,076,430 889 1,451,530 806 1,020,030 546 703,228

3 679 2,189,204 939 1,878,173 901 1,070,797 871 1,210,995 584 486,921

合計 7,150 23,997,210 9,291 14,100,820 10,410 12,030,827 9,902 9,842,755 8,448 6,415,812

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

4 605 338,098 795 421,862 817 591,268 1,013 725,441 1,169 507,443

5 614 584,426 731 683,898 1,016 344,387 994 481,073 1,057 511,590

6 794 439,482 744 383,207 985 336,427 1,065 471,920 1,294 474,472

7 675 417,424 746 354,840 915 306,297 1,131 640,232 1,204 340,516

8 754 328,053 774 360,930 985 835,122 1,018 814,858 1,042 275,344

9 671 550,838 667 339,920 785 465,928 1,122 5,319,794 946 358,029

10 825 660,576 889 566,029 1,083 441,669 1,231 979,015 1,070 251,394

11 708 760,359 754 382,348 906 457,604 1,010 541,165 1,000 690,855

12 758 354,431 896 463,009 891 412,554 1,147 596,774 1,021 299,849

1 730 516,512 842 546,799 888 389,063 1,156 864,398 949 2,587,990

2 777 325,283 818 280,597 935 496,033 1,131 1,197,805 966 427,596

3 848 473,959 916 473,076 1,127 455,934 1,216 1,038,452 1,148 296,383

合計 8,759 5,749,441 9,572 5,256,515 11,333 5,532,286 13,234 13,670,927 12,866 7,021,461

月

別 件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

件数
負債総額
（百万円）

4 962 254,508 956 263,629 884 181,062 906 677,973 858 142,956

5 879 304,481 964 235,662 1,013 254,089 950 154,440 733 179,083

6 1,085 283,723 1,025 192,826 896 177,620 906 390,365 847 211,642

7 918 249,357 965 202,885 943 715,212 952 179,617 844 115,238

8 964 169,233 969 797,581 851 202,077 789 163,570 683 137,674

9 943 1,370,598 847 192,934 852 177,605 817 189,508 785 127,879

10 960 501,957 906 132,917 961 231,674 918 152,409 794 133,860

11 935 273,923 971 190,538 938 249,504 820 133,517 671 110,023

12 949 216,855 865 322,020 824 199,925 726 175,795 647 179,246

1 976 249,684 951 398,379 854 229,476 809 301,696 708 160,100

2 884 391,982 976 628,980 858 166,250 765 116,543

3 1,041 291,075 1,040 358,167 836 144,623 744 111,960

合計 11,496 4,557,376 11,435 3,916,518 10,710 2,929,117 10,102 2,747,393 7,570 1,497,701

2010年度（平成22年度） 2011年度（平成23年度）

2005年度（平成17年度） 2006年度（平成18年度）

2003年度（平成15年度）2002年度（平成14年度）2000年度（平成12年度） 2001年度（平成13年度）

2009年度（平成21年度）2008年度（平成20年度）2007年度（平成19年度）

2004年度（平成16年度）

2014年度（平成26年度）2013年度（平成25年度）2012年度（平成24年度）
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倒産集計について 

 

倒産集計の数値は、すべて法的整理のものです。具体的には、任意整理（銀行取引停止、内整理

など）を除外し、会社更生法、民事再生法、破産法、特別清算による法的整理を対象としています。 

旧集計は、任意整理を含む数値（下図参照）を集計対象としていました。現集計では、過去に集

計した任意整理が法的整理に移行した場合も集計の対象としています。   

 

 

 

 

 

 

現集計 旧集計 

……… 

 

任意整理 

当月 

 

法的整理 

法的整理 

（移行分） 

 

任意整理 
 

任意整理 
法的整理 

（移行分） 

2000 年 1 月

 

法的整理 

 

任意整理 

過去 

 

法的整理 

1999 年 12 月

 

法的整理 

集
計
対
象 

集
計
対
象 

集
計
対
象 

……… 

集
計
対
象 

任意整理から法的整理への移行が判明した場合、

当該判明した月に集計しています。 
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